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 障がい者雇用率算定方法の見直しに伴う今後の対応について 

 

１ 障がい者雇用率の算定方法の見直しについて 

  これまで障がい者雇用率の算定基礎に用いる「常時勤務する職員」に正職員及び再

任用職員のみをカウントしておりました。当市の非常勤職員は、１年以下の期間を定

めて雇用されているため「常時勤務する職員」に含まれないと解釈をしておりました。

今回改めて国の手引を確認したところ、算定基礎とする職員は、１年を超えて雇用さ

れている又は引き続き雇用されると見込まれる職員とされておりました。 

  この件について、ハローワーク柏崎に、引き続き雇用されると見込まれる職員に当

市の非常勤職員が該当するか確認をしたところ、新潟労働局に確認をした上で、１年

以下の期間を定めて雇用される場合であっても更新の可能性があれば含めて算定す

べきと指導があったものです。 

 

２ 算定方法の見直しに伴う新潟労働局からの指導内容について 

 ⑴ 令和３（２０２１）年６月１日現在の障がい者任免状況通報書の再提出 

  修正内容は次のとおり 

項目 正 誤 

法定雇用障がい者数の算定の基礎となる職員の数 １，２４０人 ７７０人 

障がい者計 ２３人 １８人 

実雇用率（法定雇用率２．６０％） １．８５％ ２．３４％ 

法定雇用障がい者数を達成するために採用しなけ

ればならない身体障がい者、知的障がい者又は精

神障がい者の数 

９人 ２人 

 ⑵ 障がい者採用計画通報書の再提出 

   不足する２人の障がい者を採用する計画を９人の障がい者を採用する計画に修

正すること 

 ⑶ ホームページ等での修正内容の公表 

   令和３（２０２１）年６月１日現在の状況を公表するとともに、正誤表により変

更箇所を明らかにすること 

⑷ 令和４（２０２２）年６月１日現在の障がい者雇用率（参考） 

項目 R4(2022) R3(2021) 

法定雇用障がい者数の算定の基礎となる職員の数 １，１９５人 １，２４０人 

障がい者計 ２１人 ２３人 

実雇用率（法定雇用率２．６０％） １．７６％ １．８５％ 

法定雇用障がい者数を達成するために採用しなけ

ればならない身体障がい者、知的障がい者又は精

神障がい者の数 

１０人 ９人 
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３ 今後の障がい者雇用の進め方について 

 ⑴ 雇用についての考え方 

  ア 正職員については、従来どおり職員採用計画に基づき雇用を継続する。 

  イ 非常勤職員については、短時間勤務の障がい者雇用を進める。 

 ⑵ 具体的なスケジュール 

項目 
R4      R5    

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 

①業務の切り出

し 

          

②切り出し結果

集約 

          

③マニュアル等

作成 

          

④職場体験実施           

⑤予算確保（プ

レ雇用及び指導

担当者確保） 

          

⑥プレ雇用募集           

⑦プレ雇用実施           

⑧本格雇用開始           

  

⑶ ⑵の進め方 

 ① 各課に調査を依頼する。 

  ② ①の調査結果に基づき、業務を選別、集約する。 

③ 障がい者が業務を行うためのマニュアルや指示書等を作成する。 

④ 指導担当者を確保（委託を含めて検討）する。 

⑤～⑦ 雇用する障がい者と雇用のミスマッチを防ぎ職場定着を図るため、令和５

（２０２３）年度からの本格雇用を目指し、令和４（２０２２）年度に職場体験、

プレ雇用を実施する。 

※ プレ雇用から人件費が発生するため、１２月補正（作業の進捗状況によって

は９月補正）により指導担当者確保費用とあわせて、３人程度の雇用を見込ん

だ予算を確保する。 

⑧ 令和５（２０２３）年４月から本格雇用を目指す。 

   ※ 必要な経費を令和５（２０２３）年度当初予算に計上する。 

 

 

 


